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1 当協議会の概要（沿革・構成）

【設 立】2014年（平成26年）３月19日（任意団体）

【法人登記】2014年（平成26年）10月10日（NPO法人）

2017年（平成29年）1月16日 特例認定NPO法人に移行

【事務所】 〒850－0862 長崎市出島町１－４３ D－FLAG TEL（095）893－8251

【理事長】 協和機電ホールディングス㈱ 代表取締役会長 坂井 俊之
【副理事長】不動技研工業㈱ 相談役 小松 雄介
【副理事長】東京大学 名誉教授 木下 健

【役員】 理事14名 監事 2名（2016年7月1日～）理事の構成：長崎市7名、佐世保市5名、
五島市1名、西彼杵時津町1名

【会員】 （2019年4月末日現在）正会員66社 賛助会員25社
○特別会員 7社（長崎６社、佐世保１社）

協和機電工業・不動技研工業・大石建設・扇精光コンサルタンツ・西海建設・渋谷潜水工業・
後藤運輸

○一般会員 59社
長崎28社・佐世保10社・諫早5社・五島7社・西彼杵2社・東京4社・福岡2社・大阪1社

○賛助会員 25社 （会費 なし ）
三菱重工長崎造船所・三菱電機長崎支店・EMEC・日本海事協会・九電みらいエナジー・戸田建

設・ジェトロ長崎・CARBON TRUST・日立製作所九州支社・日立パワーソリューションズほか
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洋上風力発電導入状況

➢欧州
-累計導入実績は約15.8 GW欧州11か国、
92の洋上ファームが操業中
-現在建設中2.9 GW建設許可済みのもの
もあわせると、2020年には累計25 GW
に達する見通し

➢米国
- 2018年に入り開発権入札実施済み。
マサチューセッツ州：800MW
ロードアイランド：400MW
コネチカット州：200MW
- 欧州洋上事業者も多数参入。
- 各州導入目標合計：12-13GW
- 2018年5月落札価格は約€55.6/MWh
（2017年価格ベース,2018年5月31日為
替レート）

➢台湾
-台湾政府が西岸に開発ゾーンを設定し、
各事業者が開発権を取得(18プロジェク
ト・計約10GW)
- 政府導入目標：2025年までに5.5GW
- 欧州事業者を中心に計3.84GWのプロ
ジェクトがFIT契約待ち、5月には
1.66GWのプロジェクトが入札を通過し、
計5.5GWのプロジェクトが採択された。
- 最新のオークション落札価格は平均€  
69.2/MWh

2-（1）海外の海洋再エネ（洋上風力発電）導入状況

日本
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目標・効果

➢我が国の海域において、利用ルールを整備し、海洋再生可能エネルギーを円滑に導入できる環境
を整備することで、 再生可能エネルギーの最大限の導入拡大を図る。
○風力発電全体の導入容量 ： 約330万ｋW（2016年度） ⇒ 約1,000万ｋW（2030年度）
○（KPI）運転が開始されている促進区域数 ： 0区域（2017年度） ⇒ 地域・関係者の理解を前
提に5区域（2030年度）
〇一般海域占用期間：30年

前基本計画（2014年3月～） 第5次基本計画の特徴

➢再エネの位置づけ
再エネ：太陽光、風力、地熱、水力、バイオマス、バ
イオ燃料）

○温室効果ガス排出の無い有望かつ多様な国産エ
ネルギー源。３年間、導入を最大限加速。
○地熱・一般水力は、ベースロード電源

○太陽光・風力は、発電出力が安定しないことから、
天然ガス、石油などの調整電源との組み合わせが
必要。

➢再エネ比率
2016年度：16％（水力含む）⇒2030年度：22～24％
現時点で見直し案無し。
➢主な改訂項目
○再エネを主力電源と位置づけ
○FIT対象に入札制を導入し、コスト削減を推進
○民間の蓄電池開発、水素も支援（出力変動の調整役）
○電力系統の柔軟活用（送電線の容量確保）

日本版コネクト＆マネージ

2-（2）日本の海洋再エネ（洋上風力）導入拡大に向けた動向

「第5次エネルギー基本計画」が2018年7月発表

「海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律（再エ
ネ海域利用法）案」が2018年11月197回国会で全会一致可決



5

2-（3）日本の海洋再エネ（洋上風力）導入拡大に向けた動向 ～導入の意義～

1. 海洋再生可能エネルギーの利用促進は、我が国周辺の広大な海域の開発・利用を有効に進
める観点から、海洋政策上の重要課題として「海洋基本計画」に位置付け。

2. 風力は、
①火力に比べ二酸化炭素の排出量が少なく、地球温暖化対策に有効。

電源別のライフサイクルCO₂排出量
（原子力・エネルギー図面集2016より）

②大規模に開発できれば発電コストが火力並みであるため、経済性も確保できる可能性のあ
るエネルギー源であるが、我が国では依然高価格。

③発電設備の部品点数が多く（約1～2万点）、関連産業への波及効果が期待（自動車は約1
～3万点）

風力 26g―CO₂/㎾h

石炭火力 943g―CO₂/㎾h

既設の洋上風力発電設備 価 格

欧州
3,589基（2016年末 実用段階）

←実証段階(1990年頃)
約6～12円/㎾h（2015年頃～）

←60円/㎾h程度（1990年頃）

日本
6基（全て国の実証試験（2017年3
月））

36円/㎾h（2014年頃～）
※現在買取は1件のみ

3. 洋上風力発電設備の設置・維持管理での港湾の活用による地元産業への好影響が期待。

記載内容：資源エネルギー庁資料より作成
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長崎県内海域を同様に試算
資本費1,480億円

運転維持費1,179億円

資本費56.5万円／ｋｗ×540万ｋｗ≒３兆円

運転維持費2.25万円／ｋＷ／年×540万kw×20年間＝2兆4,300億円（年間約1,200億円×20年）

2-（4）洋上風力発電の事業計画と経済波及効果

２０３０年に１０GW
の洋上風力発電
の 導入が実現す
れば、
直接投資：５〜６
兆円程度
（２０３０年までの
累計）
経済波及効果：
１３〜１５兆円程
度
（２０３０年までの
累計）
雇用創出効果：
８〜９万人程度
（２０３０年時点）
（一社）日本風力
発電協会
（JWPA）試算

9割が
一般海域
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3-（1）活動の背景と目的 ～SWOT分析～

○再エネ分野で国内企業のシェ
アが縮小している

○大手企業のグローバル化対応や再編
が進んでいる（企業城下町の危機）

○基幹産業の造船・造機分野が厳しい経営環
境にあり技術人材が流出

○海洋・環境産業拠点特区に選定
（2013年2月）
○県内三海域が海洋再生可能エネルギー
実証フィールドに指定（2014年7月）
○長崎海域で浮体式洋上風力・潮流発電の実証事業
が実施。また、同海域で環境アセス手続き中の洋上
風力発電事業計画の発電量は262MW
○海洋再エネの先進地スコットランド等との産業交
流が進展

○造船等の海事産業が集積している（産業インフラ
の充実、高度な技術力や人材など）
○海洋の風力・潮力のエネルギーポテンシャルが高
い
○海洋関連の学部（造船・水産等）や
研究機関が立地している
〇海洋再エネへの地元漁業者等の
理解が進んでいる

○実証フィールド関連の基盤整備が為されていない
○地元に海洋再エネのアンカー企業が無く中小企
業では研究開発等の人材や資金力が不足

○海底ケーブル等の系統連携が脆弱
○一般海域の利用に関する法令整備の遅れ

〇海洋再エネ市場の可視化が不十分
〇海洋産業分野での人材の不足

Opportunities Threats

WeaknessesStrengths

当会は、海洋再生可能エネルギーを軸とする新たな海洋産業分野への県内
企業の参入を促進し、産学官の連携のもと海洋エネルギー関連産業の拠点
形成を図ることを目的として活動しています。
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➢長崎県人口：1,377千人：全国29番目（2015年国勢調査）
➢県域（海域を含む）：東西213km南北307km

九州本土に匹敵
➢海岸延長：4,183ｋｍ（全国２位）2016年海岸線統計
➢有人離島数：59島（全国１位）島数（周囲0.1Km以上：971島）

特定有人国境離島地域：3地域40島（全国：15地域71島）
3地域：対馬、壱岐島、五島列島

➢港湾数：１０４（うち重要港湾：５） 漁港数：２８６
➢漁業（海面・養殖）生産額（全国２位）2016年農林水産統計
➢船舶等の製造品出荷額等：2,570億円（全国3番目）

①愛媛県 4,322

(14.3%)
②広島県 3,670

(12.2%)

③長崎県 2,570

(8.5%)

④兵庫県 2,518

(8.3%)

⑤静岡県 2,265

(7.5%)
⑥香川県 2,137

(7.1%)

⑦岡山県 1,928

(6.4%)

⑧神奈川県 1,526

(5.1%)

⑨熊本県 1,318

(4.4%)

⑩山口県 1,242

(4.1%)

⑪大分県 771

(2.6%)

⑫三重県 516

(1.7%)

その他 5,378

(17.8%)

3-（2）活動の背景と目的 ～海に関わる長崎のポテンシャル～

国内 船舶製造・修理・舶用機関製造業

製造品出荷額等（2013年工業統計） （単位：億円）

◎日本は、様々な海洋資源に恵まれた世界第6位の排他的
経済水域を有する「海洋国家」
◎長崎は、海洋国家日本の最前線に位置する「海洋県」

世界の排他的経済水域面積ランキング
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3-（3）活動の背景と目的 ～海洋再生可能エネルギー実証フィールドの選定状況～

２． 2015年4月3日 追加選定

都道府
県

海域 エネルギーの種類

岩手県 釜石市 波力、浮体式洋上風力

３． 2017年6月28日 追加選定

都道府
県

海域 エネルギーの種類

鹿児島
県

十島村 口之島・中之
島周辺海域

海流

6県8海域が選定された。うち３海域が長崎県内海域

③ 西海市江島平島沖
（潮流ナーサリーサイト）

江島東側、江島北側、平島東側

最大流速2.0m/s
（基準1.5m/s以上）

① 五島市久賀島沖（奈留瀬戸）
（潮流サイト）

最大流速3.0m/s

（基準1.5m/s以上）

① 五島市椛島沖
（浮体式風力サイト）

平均風速7.0m/s以上が
年間９ヶ月（基準３ヶ月以上）

２０１４年７月１５日
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2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度～

〇学びの場の提供
➢「戦略産業雇用創造プロジェクト（厚
労省補助事業）」

2014年度（セミナー開催：35テーマ、
参加者数：延べ561人）

2015年度（セミナー開催：24テーマ、
参加者数：延べ466人）

〇ネットワーク形成
➢「地域間交流（RIT)事業（JETRO共同
事業）2015～2018年度

2015年7月スコットランドハウス指定
➢ 「新分野進出支援事業ネットワーク型
（経産省委託事業）」2015年度
➢「海洋エネルギー関連分野における連
携協力に関する協定（長崎県、長崎大学、
長崎総合科学大学、当会）」締結
2016年3月23日

〇海洋再エネの啓発・導入促進
➢ 「海と日本PROJECT（日本財団支援事業）」2016年度～
小中校生向けワークショップ普及、高校生海洋伝習所事業、大学生対
象「長崎海洋大使」海外先進地派遣事業

〇人材育成
➢ 「海洋開発人材育成・
フィールドセンター（仮称）」
創設事業2018年3月～

〇調査・研究・開発
➢「潮流発電技術実用化推進事業（環境省委託事業）」2016～
2019年度 ➢海洋統合環境無人観測プラットフォーム：愛称ミー
アMIA開発事業（環境省補助事業）2016～2017年度 ➢「海洋開
発技術者育成のための海外連携体制調査（国交省委託事業）」
2016年度 ➢「潮流波浪観測・データ解析技術開発共同研究事
業」「洋上風車メンテナンス関連技術開発事業（長崎県補助事業）
2016年度～

〇サプライチェーン形成
➢「地域中核企業創出・支援事業（経産省委託事業）」
2017年度 ➢企業情報データベース構築（単独）2018年度
～ ➢洋上風力発電関連産業の見える化事業（西海市）
2018～2019年度

〇新事業創出
➢MIAによる海域環境調査のビジネス
化：2018年度～

４ 主な活動の軌跡と今後の方向性

安全で環境にやさしい海洋エネルギー開発を通じて、サステナブル社会の実現に貢献する

海
洋
再
エ
ネ
を
柱
と
す
る
海
関
連
の
「
知
」
と
「
産
」
の
拠
点
形
成

PhaseⅢPhaseⅡPhaseⅠ
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4-（1）-① 主要PROJECT ～海洋統合環境無人観測装置（MIA)の共同開発事業～

➢洋上風力発電の導入拡大を図るため、事業予定海域で必要となる
海域動物、洋上風況等の調査を統合化し、独立電源を構築すること
で、質の高い情報を効率的かつ低コストで収集することができる浮
体式の無人観測装置を共同開発した。

装置の愛称：ミーア（MIA）
(Marine environmental data Integrated Acquisition platform)

1） MIA開発の趣旨

２） MIAの開発体制

共同事業者 戸田建設(株)

九州大学

長崎総合科
学大学

長崎大学

佐世保工業
高等専門学
校

(浮体システムの開発支援，
調査方法等の助言)

(浮体システムの開発支援)

(データ解析方法の開発支援)

(浮体システムの開発支援)

(計測システムの開発支援)

水産研究・教
育機構 (魚類等の調査方法指導)

海洋研究開
発機構

(海底地層の探査技術指導)
（通信・計測システムの開発）

（電源システムの開発）

（海中部観測システムの開発）

宮本電機（株）

協和機電工業（株）

（株）渋谷潜水工業

（株）西海建設 （浮体システムの開発）

長崎県工業技術センター

（通信・計測システムの開発）

（NPO）当協議会 （全体の調整，
浮体システムの開発）

西部環境調査（株）

事業実施代表者
（全体統括，
気中部観測システムの開発）

５社で事業費を均等負担

外部協力者
環境省
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4-（1）-② 主要PROJECT ～海洋統合環境無人観測装置の共同開発事業～

ドップラーライダー

レーダー
縦回し

レーダー
水平回し

＜独立電源＞
太陽光パネル
小型風力発電装置
発電機、燃料電池
Li-ionバッテリー

＜水中観測＞
海棲哺乳類：音響計測
魚類：魚群探知機、カメラ 魚探

水中マイクロフォン

＜気中観測＞
風況：ドップラーライダー
鳥：レーダー（水平回し、

縦回し）、カメラ
通信・収録

 各計測機器データの収録
 状態監視、異常通報

気中観測

 ドップラーライダー
高度40～250mの３次元風ベクトル計測（動揺補
正機能付き）

 バードレーダー（水平回し、垂直回し）
鳥探知能力：5マイル
 カメラ
 GPS位置計測装置
 気象観測装置

水中観測
 魚群探知機
 水中マイクロフォン A-tag
 カメラ

独立電源

 太陽光発電 （最大出力 2.2kW）
 風力発電 （最大出力 2.4kW）
 交流発電機 （最大出力 2.9kW）
 Li-ionバッテリー（電力容量 13.2kWh）

浮体
 スパー型低動揺浮体

デッキ高さ：水面より10m、排水量 46t
 ３点カテナリー係留

３） MIAの機能

●太陽光発電（最大出力2.2kW）
●風力発電（最大出力1.2kW）
●交流発電機（最大出力2.9kW）
●Li-ionバッテリー（電力容量15kWh）
●燃料電池（最大出力0.22kW）
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4-（1）-③ 主要PROJECT ～海洋統合環境無人観測装置の共同開発事業～

４） MIAの移送・設置

 計測設備：幅約２ｍ、重量約２ｔ
 浮体：幅２．５ｍ以下、長さ１２ｍ以下に分割可能

浮体は分割して
２０ｔトレーラーで運搬可能
他海域への移動設置が容易

着床やぐら上で
利用可能

計測設備は
トラック運搬可能

MIAの洋上設置作業

2017年度に五島市椛島沖
（実証フィールド）に設置し、
試験運用
現在は長崎市で陸上保管中



4-（2） 主要PROJECT ～潮流発電技術実用化推進事業～

14

五島市
奈留瀬戸

潮流観測

型式 海底設置型

出力 500kW

直径 10～17.4m

高さ 20～23.7ｍ

重量 1,550ｔ程度

回転数 7～15rpm

オブザーバー

長崎大学
長崎総合科学大学
東京大学

九電みらいエナジー

（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ）

ＳＡＥ社

ＥＰＣ契約（固定価格）政府保証、銀行保証

委託契約

長崎県建設会社等

（施工）

クラスター
（環境調査）

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ契約

（親子関係）
ＡＯＵＫ社

（SAEの100%子会社）

親会社保証

日鉄エンジ

三菱重工海洋鉄鋼
（技術等ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ）

2019年度提案申請中

共同事業者



＜設備概要＞

所在地：五島市下崎山町崎山漁港の沖合

所有者：五島市

発電所出力：2MW

名称：はえんかぜ

風力発電機：ダウンウインド型

浮体施設 構造形式：ハイブリッドスパー型

係留：３点カテナリー係留方式

その他：海底ケーブル（延長 5ｋｍ）

15

実証機 → 商用機（９基、22MW)
 組立、設置工法の改良
（大型起重機船を使用しない工法）
 メンテナンスの効率化
FIT 36円/kWhに対応可能なコストダウン

2007年 京都大学宇都宮准教授(現九州大学教授）、戸田建設(株）による共
同研究

1/100スケール 二次元水槽実験(京都大学）

2008年 1/20スケール 深海水槽実験(海上技術安全研究所)

2009年 1/10スケール 実海域実験(長崎佐世保市）

2010年
環境省の実証事業受託
実証海域の選定(五島市椛島沖）

2012年
小規模試験機(1/2スケール、100kW)の設置
～系統連系した日本初の浮体式風力発電施設

2013年
実証機(2,000kW)の設置
～日本初となる商用スケールの洋上風力発電施設

2015年 実証機を崎山沖へ移動

2016年
環境省事業終了後、五島市と五島フローティングウィンドパワー
合同会社により運転を継続

～2021
年

戸田建設(株）、崎山沖で9 基（2.1MW×8基、5.2MW×１
基）最大出力22MWの運転開始

2018年5月、戸田建設（株）と（株）吉田組の共同出資会社「オフショア

ウィンドファームコンストラクション合同会社」が、半潜水型スパッド台
船「FLOAT RAISER（フロートレイザー）」を完成

4-（3） 主要PROJECT ～浮体式洋上風力
発電事業の先駆的取組状況～
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世界の海洋エネルギー人材が活用
できるインフラ整備

日本財団

1. センター運営企画
 センター設立のための体制整備（Ex. 運営

委員会等の設置、場所・人員・実証フィー
ルドの確保・調整等）。

2. 拠点開設後の運営

 本センターでの海洋エネルギーに係る育
成カリキュラムの整備

 長崎大学、長崎総合科学大学等と連携

長崎県（産学官）

２.５億円(2018-2020年度）
※産学官による関連事業の合計額（想定）

センターの企画運営

２．５億円(2018-2020年度） 総額５億円

1. 人材育成センター施設整備

 （内容）長崎大学既存施設を改装、シミュレーショ
ンソフトやVR等、必要な機器の整備

 （場所）長崎大学本部の一室を総合拠点として整
備

2. フィールド（実証フィールド）整備

 （内容）風力、波力、潮力等の計測機器やセン
サーを整備し、実証実験と人材育成を両立する
場の整備

 産学で実証フィールドを活用

• 日本財団と長崎県（産学官）とで総額５億を拠出。

• 日本財団は主にセンターの設立支援、長崎県及び運営団体（事務局：当協議会）がセンターの企画及び
運営を担う

2020年にアジア初の海洋エネルギー開発にかかる人材育成センターを開講。年間受講者150名、5年
間で750名の受講者数を目指す。

4-（4）-① 主要PROJECT ～海洋開発人材育成・フィールドセンター（仮称）～

日本財団提供資料



17事務室（改修イメージ） 長崎大学文教キャンパス地図
メイン研修予定室
利用イメージ

研修予定棟
（総合教育研究棟）

設備、機器配備スペース
（改修イメージ）

センター総合拠点
（産学官連携戦略本部棟）

エジンバラ大学
（スコットランド）

海外協力団体

経済産業省
国土交通省
環 境 省 等

大学生

プログラム提供

（運営事務局）
（特非）長崎海洋産業
クラスター形成推進

協議会

長崎大学
長崎総合科学大学

長崎県

運営体制

スコットランド
国際開発庁

etc.

社会人

4-（4）-② 主要PROJECT ～センターの運営体制図及び施設予定地～
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五島市の再生可能エネルギー導入目標。
GJ：ギガジュール（1GJ＝0.28MWh）、
MWh：メガワット時（＝1000キロワッ
ト時）。出典：五島市

2030年

2012年

5 これからの新たな研究開発テーマ ～海洋再エネを活かした有人国境離島の振興～

出展：長崎大学海洋未来イノベーション機構

風力発電に係るゾーニ
ング事業への積極的な
取組み

出展：環境省西海市：2016～
2017
新上五島町：2017
～2018
長崎県：2019～

〇離島における自律分散型「エネルギー」システムの
実証➢離島における海洋再エネの地産地消による産業振興

〇沖合浮沈式養殖システムの研究・開発
➢再エネによる自立型電源システム、海中自動給餌システム、海中
ロボット（清掃ロボット、点検ロボットなど）・監視センサー類の
開発、浮沈式大型生簀の開発など

〇漁業共生型洋上風力発電システムの研究
➢洋上風力発電施設の漁集効果と連動した漁礁整備、海域データの
漁業への活用など

強み・機会：洋上風力・潮力に恵まれた海域、有人国境離島法に基づ
く特定有人国境離島地域の指定（壱岐、対馬、五島列島）

弱み・脅威：系統制約とコストや環境負荷の高いディーゼル発電への
依存、沿岸漁業の衰退、人口減少（若年層の流出）

離島独自の再エネ導入目標の設定



NPO長崎海洋産業クラスター形成推進協議

これからも皆様とともに新たな海洋産業を創出・振興するために活動します

イギリス・アバ
ディーン市ジョー
ジ・アダム市長
来所（ 2017年2
月6日）

駐日英国大使館エネルギー部
部長来所（2017年6月22日）

様々な連携・交流の姿

スコットランドハウス指定に伴うヒスロップ
大臣、坂井理事長による記者会見（2015
年7月2日）

長崎県、長崎大学、長崎総合科学大学と当協議会
の連携協力協定締結式
（2016年3月23日）

通常総会・理事会

国（関係省庁）への要望
活動（2017年8月28日）

「潮流発電技術実用化推進事業｣
事業者選定のプレスリリース

（2016年7月26日）九電長崎支社

日本財団全国学
生研修事業

（2016年12月） 海洋産業フェスタ in Nagasaki オープニングセレモニー（2016年7月16日）


